
見守りでつながる地域社会
孤独死を地域で防ぐ仕組みづくり

埼玉県立熊谷高等学校
加藤伊織



大熊町での学び



孤独死対策
人手も、手段も足りない

大熊町での学び
社協、住民、役場で10人以上にインタビュー



大熊町の孤独死対策
9月の大熊町福祉課の方と打ち合わせ

•利用者ごとに協力員（近隣の家族・友人・など）を登録

•協力員がいない場合は、タクシー会社や民生委員が町の委託で駆けつけ

•一部は ALSOK が対応（富岡事業所から30分以内で駆けつけ可能）

•緊急通報装置（携帯型・固定電話型）を貸与し、週1回の「元気コール」で安否確認

•カメラやセンサー等も導入し、異常時は救急車＋協力員が対応

•利用料金は原則町が負担（復興支援金・補助金を活用）

•その結果、「1〜2週間放置された孤独死」はこれまで発生していない



1.協力員の確保が難しい
•身寄りのない人が増え、協力員を3人すべて登録できないケースが多い
•協力員の関わりが「監視」と受け取られ、辞めてしまう事例もある

2.プライバシーと見守りのジレンマ
•タブレットや自宅内映像を使った実証では、プライバシー懸念から普及せず
•「不在情報を知られたくない」という声もある

3.マンパワーとコストの負担
•駆けつけ要員（タクシー会社・民生委員・ALSOK）の人件費が大きい
•補助金終了後に、現行の仕組みを継続できるかが課題

4.現場から出ているニーズ
•「利用者が操作しなくても通報できる機器」
•「もっと自然に見守れる仕組み」が欲しいという声

大熊町の現場で見えた課題
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住宅確保要配慮者の入居に対する大家の意識

（高齢者に対して）

従前と変わらない 従前は拒否感があったが現在はない

拒否感はあるものの従前より弱くなっている 従前と変わらず拒否感が強い

従前より拒否感が強くなっている

大家の６割が高齢者入居に拒否感

独居高齢者の76.3％
は一人のまま望む



全国的にはどのような対策が必要か



孤独死は田舎だけの問題ではない

人口密度と独居高齢者の割合の相関は強くない

R=0.195



係数 標準誤差 t P-値 下限 95% 上限 95%

切片 0.0040 0.11 0.037 0.97 -0.22 0.22 

高齢化率 0.46 0.094 4.9 0.000014 0.27 0.65 

平均世帯人数 -0.070 0.013 -5.4 0.0000030 -0.10 -0.044 

女性高齢者比率 0.29 0.20 1.4 0.16 -0.12 0.70 

持ち家率 -0.031 0.041 -0.75 0.45 -0.11 0.052 

回帰統計
重相関 R 0.90
重決定 R2 0.81
補正 R2 0.79
標準誤差 0.0086
観測数 47

高齢者単独世帯率を規定する要因の重回帰分析

高齢化率の増加と平均世帯人数の減少で独居高齢者が増える構造になっている

単純に高齢化と核家族化が原因



R=0.258

• 介護職員の充足率と高齢化率の相関は弱い

• 高齢化が進んでいる県ほど
介護職員が十分とは言えない

• どの県も充足率は1.0を下回っており、
全国的に介護人材が不足している

全国的にどこも
介護人材が足りていない



現状の課題

高齢者単独世帯率は、全国的に増える

人口密度とはほぼ無関係で、都会・田舎を問わず起こる

介護職員は全国的に人手不足

人を増やすだけでは支えきれない

構造的問題



提案：遠隔での見守り体制の整備

省人化 安価 操作不要

IoT化の推進 最低限の機能 認知症の進行を考慮



地域通貨とIoT機器を組み合わせた見守り
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社協・民生委員が中心に
見守り団体結成

加入対象
• 家族
• 町内会の人
• 仲のいい隣人

概要

1. 団体に登録し、高齢者と顔合わせ

2. 低リスクの警報のときに社協の代わりに訪問

3. 地域通貨をもらう



なぜ地域通貨か



地域通貨での取り組み例：てくポ
（東京都八王子市）
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2022年 2023年 2024年 2025年

てくポユーザー数推移

累計総歩数 会話の増加 医療費削減額

261億歩 16億円友人の増加

2023年 2024年 2025年

2023年 5646 6035 6056

2024年 5086 5217

2025年 4929

登録年

年ごとの歩数

地域通貨の導入は
ユーザー獲得・継続利用に有利

健康無関心層の獲得

習慣化

＋



ポイントで「参加にごほうび」をつけると、
地域参加や交流が実際に増える



プライバシーを守り、誤報を減らす複数センサー



ドア開閉センサー

温湿度・照度計

安否確認用ボタン

60GHzレーダー

本体
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見守り装置の仕組み

サーバー

必要な情報

必要なデータを受け取る

もし、異常を知らせるセン
サーがあったら

メールやLINE、アプリ等
で警報を送信

社協、ケアマネに連絡

電話での聞き取り

高齢者宅訪問

異常があれば



既存製品

施設想定

カメラ使用

一つのセンサー

個人宅想定

カメラ不使用

複数のセンサー

コンセプトの違い

プライバシー配慮により

第三者の見守りが可能



初期試作

一週間の試用で誤作動ゼロ



分析結果
• 独居高齢者の増加は全国的
• 介護人材は全国的に不足

まとめ

地域通貨とIoTで見守り

一人で暮らしたい高齢者が
安心して住み続けられる地域
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